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株式等の年間収入階級別保有シェアの状況（第Ⅰ分位と第Ⅴ分位の比較）
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世帯主の年齢階級別貯蓄の現在高（構成比）
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（資料）総務庁統計局「貯蓄動向調査」より試算。
（注）貯蓄動向調査は、二人以上の一般世帯（単身世帯等を除く）を調査対象としている。また、世帯主とは、名目上
　　の世帯主ではなく、家計の主たる収入を得ている者をいう。
　　　なお、同調査における貯蓄とは、「通貨性預貯金、定期性預貯金、有価証券（株式、国債、地方債等）、生命保
　　険等、金投資口座・金貯蓄口座、金融機関外への預貯金（社内預金、共済組合、互助会への預貯金等）」である。





所得区分・所得の計算方法と主な金融商品

所 得 区 分 所 得 の 計 算 方 法 （ 原 則 ） 主 な 金 融 商 品

（ ） は 課 税 方 法

・ 預 貯 金 、 公 社 債 な ど の 利 子

利 子 所 得 収 入 金 額 ・ 公 社 債 投 資 信 託 の 収 益 の 分 配 （ 源 泉 分 離 ）

・ 貸 付 信 託 の 収 益 の 分 配

株 式 な ど を 取 得 ・ 株 式 、 出 資 の 配 当 総 合 課 税 、 源 泉 分 離
配 当 所 得 収 入 金 額 － す る た め の 借 入 又 は 申 告 不 要

金 の 利 子
・ 公 募 投 資 信 託 等 の 収 益 の 分 配 （ 源 泉 分 離 ）

＊ 配 当 控 除 （ 税 額 控 除 ） あ り

売 却 し た 資 産 の ・ 株 式 の 譲 渡 益 申 告 分 離 又 は
譲 渡 所 得 収 入 金 額 － 取 得 費 ・ 譲 渡 費 源 泉 分 離

用
（ 注 ） 源 泉 分 離 課 税 は 平 成 １ ３ 年 ３ 月 ３ １ 日 を も っ て 廃 止

＊ 総 合 課 税 は ５ ０ 万 円 の 特 別 控 除 あ り → 改正 後 ： 平 成 １ ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ２ 年 間 延 期

収 入 を
得 る た 特 別 控 除

一 時 所 得 収 入 金 額 － め に 支 － ５ ０万 円 ・ 生 保 の 満 期 保 険 金 （ 総 合 課 税 ）
出 し た
費 用

雑 所 得 収 入 金 額 － 必 要 経 費 ・ 割 引 債 の 償 還 差 益 （ 源 泉 分 離 ）

（ 参 考 ）
１ ． 金 融 類 似 商 品 等 （ ※ ） に つ い て は 、 利 子 所 得 と 同 様 の 税 率 に よ り 源 泉 分 離 課 税
※ ① 金 貯 蓄 （ 投 資 ） 口 座 の 利 益 、 ② 一 時 払 養 老 保 険 等 の 差 益 （ 保 険 期 間 ５ 年 以 下 の も の ） 、
③ 定 期 積 金 等 の 給 付 補 て ん 金 、 ④ 抵 当 証 券 の 利 息 、 ⑤ 外 貨 建 定 期 預 金 の 為 替 差 益 、
⑥ 懸 賞 金 付 預 貯 金 等 の 懸 賞 金 等

２ ． 年 金 の 給 付 に 係 る 雑 所 得 の 計 算 方 法
① 個 人 年 金 給 付 額 － 本 人 負 担 の 掛 金 、 ② 公 的 年 金 等 給 付 額 － 公 的 年 金 等 控 除



金融類似商品等に対する課税制度の概要

概 要 （参考）昭 和 ６３年３月以前の制度
区 分

所 得 税 住 民 税 所 得 税 住 民 税

源 泉 分 離 課 税 源 泉 分 離 課 税 非 課 税
割 引 債 の 償 還 差 益 非 課 税

（ 原 則 １８％の源泉徴収） （ １６％の源泉徴収）
譲

定期積金及び相互掛金の給付補

渡 金 てん金

雑所得として申告が必要

・ 融 抵 当 証 券 の 利 息

利 子 所 得 と 同 様 に 源 泉 分 離 課 税

一 類

金貯蓄（投資）口座の利益 （ １ ５ ％ の 源 泉 徴 収 ） 〔住民税 ５％〕 一般的には譲渡所得（売買益－５０万円）として

時 似 申告が必要

・ 商 外貨建定期預金の為替差益 雑所得として申告が必要（利子部分は利子所得）

雑

品 一時払養老保険及び一時払損害 一時所得（（受取金額－払込保険料－５０万円）の

所 保険等の差益（保険期間等が５年以下のものに限る。） ２分の１）として申告が必要

得 （参考）平成７年３月以前の制度

懸 賞 金 付 預 貯 金 等 の 懸 賞 金 等 利 子 所 得 と 同 様 に 源 泉 分 離 課 税 一時所得 （（受取金額－５０万円）の２分の１）

（ １ ５ ％ の 源 泉 徴 収 ） 〔住民税 ５％〕 として申告が必要







配当控除による税額調整(イメージ図）

課税所得 配当控除 配当控除後 (参考）
(B)×１０％ の税額 　　給与所得のみの場合

税額 課税所得
1万円

23.5万円

〔18万円〕 〔18万円〕

給与収入
（700万円） 給与収入
の課税所得 (700万円)
（Ａ） の課税所得

225万円 225万円

(注）　〔　〕内は定率減税後の税額である。

22.5万円 22.5万円

(A)＋(B)に
対する税額

配当所得
（Ｂ）
 10万円



受取配当等の益金不算入制度の考え方

［制度の趣旨］

配当を支払う法人の段階とその配当を受け取った法人の ［持株割合２５％以上の法人］ ［左記以外の法人］

段階における税負担の調整を行うもの

法人税 配 当 配 当 法人税

（受取配当の益金不算入） 法 人

? 特定株式等（持株割合２５％以上）に係るもの

特定株式等に係る受取配当等

益金不算入 １００％ 益金不算入 ８０％

? 特定株式等以外に係るもの

特定株式等以外の株式等
× ８０％ 法 人

に係る受取配当等
（株 主）

法人税

（特定株式等とそれ以外の株式の区分）

企業支配を目的とする特定株式等とそれ以外の株式等を

区分し、それ以外の株式には投資物件としての性格がある 個 人

ことから、益金不算入割合が８０％とされている。 （株 主）

配当控除 配当控除



インピュテーション方式による所得税額の算出方法

○ インピュテーション方式とは、株主（個人）の所得税額の計算に当たり、受取配当額に、

受取配当に対応する法人税額と配当以外の所得を加算した上で所得税額を計算し、
算出された所得税額からこの加算した金額（配当に係る法人税額）を税額控除する
調整方式をいう。なお、税額控除しきれない金額がある場合は還付される。

所 得

［法 人］ 配 当 法 人 税

?

［個 人］ 配当以外の所得 配 当 所 得

配当に係る
所得税額の計算 配当以外の所得 配 当 所 得

法人税額

所得×税率

算 出 所 得 税 額

インピュテーション方式に
所得税額 （控除税額）

よる所得税額



（備考）東京証券取引所「証券統計年報」「東証統計月報」より作成した。

（参考）13年4月における単純株価平均　　　 　　＝  540.92円　
               　　　　　　　　 全銘柄の平均配当金　＝　　 5.63円 

有配会社における１株当たりの平均配当金の推移（東証一部上場）

7.33 7.36
7.52
7.78
8.04
8.21 8.21 8.16 8.03

7.87 7.74 7.70 7.72
7.52

7.10
6.84

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

9.00

10.00

61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

（円）

（4月）



株 式 等 譲 渡 益 課 税 制 度 の 概 要

区 分 概 要

次の申告分離課税又は源泉分離課税のいずれかを選択
① 申告分離課税
譲渡益×２０％（住民税を含め２６％）
（注１）所有期間１年超の上場株式、店頭登録株式等の譲渡（平成１３年１０月
１日から平成１５年３月３１日までの間）については １００万円の特別控除
（長期保有株式に係る少額譲渡益非課税制度）

上 場 株 式 等 （注２）公開前から３年超保有していた株式を公開後１年以内に売却した場
・上場株式 合：譲渡益の２分の１に対して課税（実質１３％）
・店頭登録株式 （いわゆる創業者利益に対する優遇措置）

等
② 源泉分離課税〔 １３．３．３１廃止? ２年延長： １５．３．３１廃止〕
譲渡代金×５．２５％（転換社債は ２．５％、信用取引はその差益）
を所得とみなし、２０％源泉徴収で課税（住民税非課税）

所得＝ 譲渡代金×５．２５％
税額＝ 所得×２０％
＝（譲渡代金×５．２５％）×２０％

＝ 譲渡代金×１．０５％

そ の 他 の 株 式 等 申告分離課税 譲渡益×２０％（住民税を含め２６％）



株 式 譲 渡 益 課 税 等 の 沿 革

株 式 譲 渡 益 課 税 有価証券取引税

昭和28年度 ・総合課税 → 原則非課税化
回数多、売買株式数大、事業譲渡類似 ・有取税の導入
の場合は総合課税

平成元年度 （消費税導入）
・原則非課税 → 課税化 ・有取税の税率引下げ
次のいずれか 申告分離課税
の方式を選択 源泉分離課税（みなし利益方式）

平成10年度 ・10年度税制改正要綱 ・有取税の税率引下げ
「三１? 株式等譲渡益課税

（注）有価証券取引税及び取引所税については、平成11年末までに、金

融システム改革の進展状況、市場の動向等を勘案して見直し、株式

等譲渡益課税の適正化と併せて廃止する。

平成11年度 ・申告分離課税への一本化 一体として法改正 ・有取税の廃止
（源泉分離課税の廃止） 税収 2000億円

ピｰｸ時 ２兆円強

平成13年４月 一本化の２年間延期（13年４月⇒15年４月）

緊急経済対策 ・長期保有株式に係る少額譲渡益非課税制度の創設
（13年10月１日から15年３月31日まで）



（改正前） （改正後）

×２６％ ×２６％
＝５２万円 100万円 ＝２６万円

200万円

100万円

400万円

200万円 200万円

(参考）源泉分離課税を選択した場合の税負担：売値×１．０５％

長期保有株式に係る少額譲渡益非課税制度

買値

特別控除

買値

譲渡益

譲渡益-特別控除

売値

 長期保有株式
　　　　所有期間１年超の上場株式及び
        店頭登録株式

 特別控除
　　　　申告分離を選択したその年中の
        長期保有株式に係る譲渡所得

 適用期間
　　　　平成13年10月1日以降の譲渡
　　　　　（平成15年3月31日まで）

 その他
　　　　譲渡株式に関する明細書を添付した
　　　　確定申告書を提出

改正の概要

- 100万円



株 式 に 対 す る 課 税 の 概 要

株式の譲渡益 株式の配当 (参考)預貯金の利子

所得の性質 売却により初めて譲渡益が実現 毎期経常的に受取り 毎期経常的に受取り

投資家が売却のタイミングを選択できる ・発行会社の業績により変動 金融機関が運用し、
・株主権を有する 約定額を受取り

保有実態 個人株主数 約 3,000万人（延数） 約700万人 (実数（＊1)) 約１５億口座(延数)

・１世帯当たり平均保有銘柄数 3.3銘柄

・１世帯当たり平均保有株数 8,620株、約9割は3万株未満

・株主１人当たり保有単位数 約9割は9単位以下

（＊2)

課税の仕組み 申告分離課税 源泉分離課税 総合課税 源泉分離課税
（２６％） みなし利益課税 （20％源泉徴収、配当控除） （２０％）

(売値の1.05％) １銘柄年１回10万円以下
特別控除 100万円 の場合申告不要あり

（＊１）銘柄の重複を除いた株主の実数の推計値（証券広報センター「証券貯蓄に関する全国調査」による。）

（＊２）証券広報ｾﾝﾀｰ「証券貯蓄に関する全国調査」、全国証券取引所協議会「株式分布状況調査」による。



（注）夫婦子２人（子のうち１人は特定扶養親族）の場合
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（給与収入又は株式譲渡収入）

同額の給与収入又は株式譲渡収入がある場合の所得税額の比較

株式譲渡収入がある場合の
源泉分離課税による税額

給与収入に対
する所得税額



譲渡益 譲渡益

譲渡益

譲渡益
 

 
譲渡損

譲渡損

源泉分離選択課税制度の下での損失の繰越しの問題点

当　　年　　分 翌　年　分

損失の繰越し

みなし譲渡益

申告分離課税源泉分離課税 源泉分離課税

みなし譲渡益

相殺



株 式 取 得 価 額 の 把 握 に つ い て

あり
売買（取引）報告書

（株式取得時に証券会社より交付）

取
なし

顧客勘定元帳 あり 得
（取引証券会社） （商法上の10年の保存義務あり）

価
なし

額
保有株券の裏面

証券会社
名 取
あり のデータ の

義 得
ベース

書 株主名簿・複本 時
や 把

換 （株式の発行会社） 期
当時の新

（証券代行会社） の
聞記事等 握

把
の

なし 握
本人の手控え 統計情報

（例：日記帳や預金通帳）
※ ※

※ 納税者の選択により譲渡収入金額の５％を取得価額としても差し支えない。
※ 名義書換の日をもって取得時期としても差し支えない。



 有価証券取引税の決算額と株式譲渡益に係る税収の推移

（単位：億円）

申告分離 源泉分離
60 6,709
61 13,664
62 17,700
63 21,229
元 12,331 1,084 6,044
２ 7,479 1,817 4,662
３ 4,430 1,331 2,585
４ 3,125 784 1,122
５ 4,551 878 1,935
６ 3,905 904 1,742
７ 4,791 770 1,678
８ 3,915 873 2,020
９ 4,036 697 1,270
10 1,726 615 1,013
11 1,019 4,165
12 780 4,070
13 760 3,410

（注）１．有価証券取引税は決算額による（法人含む。年度ベース）。

　　　２．株式譲渡益課税は、平成11年度までは「国税庁統計年報書」を基に、申告分離については所得金額に税率（20％）

　　　　を乗じたものとし、源泉分離については源泉徴収税額による（いずれも暦年ベース）。

　　　　　平成12年度は補正後予算ベース、平成13年度は当初予算ベースである。

　　　３．株式譲渡益課税の平成元年については、平成元年４月１日以後の株式の譲渡に係るものである。

（備考）　上記のほか、平成13年度の源泉分離には、緊急経済対策（13年4月）により創設された長期保有株式に係る少額

　　　　　譲渡益非課税制度による減収額▲440億円（初年度）がある。

年 度
（年） 有 価 証 券 取 引 税

株 式 譲 渡 益 課 税 （個人）







投資部門別株式売買比率（委託売買・株数ベース）の推移（三市場計）
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株式譲渡益の原則課税化

（備考）東京証券取引所「投資部門別株式売買高」より作成







個人の生命保険に係る課税の国際比較（未定稿）

日 本 ア メ リ カ イ ギ リ ス ド イ ツ フ ラ ン ス

本人掛金 一般の生命保険料 控除なし 控除なし（注１） 社会保険料、個人 控除なし（注２）
控除・・上限５万円 年金の掛金等と併せ
（住民税 ３．５万円） て、概算又は実額に

よる一定の所得控除
個人年金保険料控 が認められる。
除・・・上限５万円
（住民税 ３．５万円）

保険金

? 年金給付 拠出相当額を除い 拠出相当額を除い 拠出相当額を除い 拠出相当額を除い 拠出相当額を除い
て課税 て課税 て課税 て課税 て課税

? 一時金給付 拠出相当額を除い 拠出相当額を除い 非課税 非課税（注３） 拠出相当額を除い
て課税 て課税 て課税

（注）１．イギリスでは、１９８４年３月３１日以前に契約された一定の生命保険については、掛金の軽減措置がある。
２．フランスでは、１９９５年及び１９９６年の所得に係る税額に応じて定められる期日以前に契約された一定の生命保険に限り控除が認め
られる。
３．ドイツでは、契約期間が１２年以下の保険契約については課税。



個人の損害保険に係る課税の国際比較（未定稿）

日 本 ア メ リ カ イ ギ リ ス ド イ ツ フ ラ ン ス

本人掛金 短期契約は３千円 控除なし 控除なし 社会保険料、個人 控除なし
（住民税２千円）、 年金の掛金等と併せ
長期契約は１万５千 て、概算又は実額に
円（住民税１万円） よる一定の所得控除
を限度として所得控 が認められる。
除 （注２）
（損害保険料控除）

保険金

? 損害保険金 非課税 損害と同額の給付 非課税（注１） 非課税 非課税
金については非課税

? 満期保険金 保険金から合計拠 保険金から合計拠 満期保険金は存在 保険金から合計拠 満期保険金は存在
出額を控除した額に 出額を控除した額に しないため問題とな 出額を控除した額に しないため問題とな
課税 課税 らない。 課税 らない。

（注）１．イギリスでは、絵画・ヨットのような高額なものが保険の対象となっている場合には、「保険金－損害額」に対して、キャピタ
ル・ゲイン税が課税される。
２．ドイツにおいては、原則として動産・建物等の対物にかかる保険に関しては控除されない。



○　租税特別措置による減収額（23,620億円）の内訳（平成13年度ベース）

生・損保控除 老 人 マ ル 優 等 そ　 の 　他 法　　人　　税 そ　の　他

５，８７０億円 ２，８２０億円 ６，０１０億円 1,920億円 ３，３９０億円 2,100億円

（24.9％） （11.9％） (25.4%) （8.1％） （14.4％） （8.9％）

（注）　上記のほか、交際費課税の特例による増収（＋6,200億円）がある。

所　得　税　  16,620億円(70.4％） 法人税   4,900億円(20.7％） その他

住　宅　ロ　ー　ン　控　除 投資減税

（景気対策）

(6.4%)

1,510億円
（郵貯集中満期分除き1,130億円）

（備考）　上記のほか、緊急経済対策（13年4月）により創設された長期保有株式に係る少額譲渡益非課税制度による減収額▲910億円がある。





法 定 資 料 の 種 類

○ 納税義務者本人以外の第三者から提出されるもの ２６ 無記名割引債の償還金の支払調書
Ⅰ 利子等、配当、収益の分配等に関するもの ２７ 特定短期国債等の償還金の支払証書
１ 利子等の支払調書
２ 国外公社債等の利子等の支払調書 Ⅳ 報酬等、使用料等、給与、退職金、公的年金等に関するもの
３ 配当、剰余金の分配及び基金利息の支払調書 ２８ 報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書
４ 国外証券投資信託又は国外株式の配当等の支払調書 ２９ 損害保険代理報酬の支払調書
５ ユニット型証券投資信託収益の分配の支払調書 ３０ 不動産の使用料等の支払調書
６ オープン型証券投資信託収益の分配の支払調書 ３１ 不動産等の売買又は貸付けのあっせん手数料の支払調書
７ 株式の消却等の場合の支払調書 ３２ 給与所得の源泉徴収票（住民税：給与支払報告書）
８ 利益又は剰余金をもって株式又は出資の消却をした場合の支払調書 ３３ 退職所得の源泉徴収票（住民税：退職所得の特別徴収票）
９ 利益積立金額の資本等の組入れの場合の支払調書 ３４ 公的年金等の源泉徴収票（住民税：公的年金等支払報告書）
１０ 清算中の法人が継続した場合等の支払調書
１１ 名義人受領の利子所得の調書 Ⅴ 非居住者等に関するもの
１２ 名義人受領の配当所得の調書 ３５ 非居住者等に支払われる人的役務提供事業の対価の支払調書

３６ 非居住者等に支払われる不動産の使用料等の支払調書
Ⅱ 不動産、株式等の譲渡の対価等に関するもの ３７ 非居住者等に支払われる借入金の利子の支払調書
１３ 不動産等の譲受けの対価の支払調書 ３８ 非居住者等に支払われる工業所有権の使用料等の支払調書
１４ 株式等の譲渡の対価の支払調書 ３９ 非居住者等に支払われる機械等の使用料の支払調書
１５ 譲渡性預金の譲渡等に関する調書 ４０ 非居住者等に支払われる給与、報酬、年金及び賞金の支払調書
１６ 株式譲渡請求権又は新株引受権の付与に関する調書 ４１ 非居住者等に支払われる不動産の譲受けの対価の支払調書
１７ 特定株式又は承継特定株式の異動状況等に関する調書
１８ 特定短期国債等の譲渡対価の支払調書 Ⅵ その他
１９ 商品先物取引に関する調書 ４２ 信託の計算書

Ⅲ 給付補てん金、利益の分配、償還金、生命・損害保険契約等に関するもの ○ 納税義務者本人から提出されるもの
２０ 定期積金の給付補てん金等の支払調書 ４３ 収支内訳書
２１ 匿名組合契約等の利益の分配の支払調書 ４４ 開業等の届出
２２ 生命保険契約等の一時金の支払調書 ４５ 給与等の支払をする事務所の開設等の届出
２３ 生命保険契約等の年金の支払調書 ４６ 事業所得等に係る総収入金額報告書
２４ 損害保険契約等の満期返戻金等の支払調書 ４７ 財産債務明細書
２５ 損害保険契約等の年金の支払調書


